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研究要旨 

日本老年学的評価研究（JAGES）プロジェクト2016年「健康とくらしの調査」のうち，通いの場（サ

ロン）関連項目に回答した38市町在住の65歳以上高齢者20,331名（男性9,329名，女性11,002名）に

ついて，農村的地域・郊外的地域・都市的地域の地域3類型別での通いの場参加者割合を算出した．

その結果，38市町全体の回答者参加者割合は15.7％，農村的地域19市町では最少が10.1％，最大

28.8％で2.9倍の差，郊外的地域11市町ではそれぞれ12.7％と21.1％で1.7倍差，都市的地域8市町が

12.0％と18.3％で1.5倍差という結果であった．本研究結果は，厚生労働省が位置づけている住民が

運営主体の通いの場（サロン）に限定した全国の2015年度参加者割合3.7％とは異なる．運営主体の

違いは別途検討が必要なものの介護予防に資する通いの場への参加地域在住高齢者割合は，10％を

超えている可能性が高いと考えられた． 
 
 
 

A. 研究目的 

厚生労働省は高齢者の社会参加促進による介

護予防が重要として，通いの場やサロン（以下，

通いの場）への参加を推奨している．厚生労働省

による全国市町村の通いの場の箇所数とそこへ

の実参加者数は公開されている．例えば，平成27

年度介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援

事業）の実施状況に関する調査結果（概要）によ

ると，70,134箇所，実参加者1,317,773名，高齢

者参加割合は3.7％である1)．これは介護予防に資

する住民運営の通いの場として，市町村が把握し

ている場のうち①体操や趣味活動等を行い介護

予防に資すると市町村が判断，②運営主体は住民，

③月1回以上の活動実績があるなど1)に該当した

数値を示している． 

しかし，社会参加による介護予防を推奨する立

場に立てば運営主体は別として通いの場への参加

は大切と考えられる．運営主体の違いに関わらず

高齢者のどれくらいの人が通いの場に参加してい

るのか，また，地域類型（農村的地域・郊外的地

域・都市的地域）毎では異なるのかを比較したデ

ータは公開されていない． 

本研究では，地域類型別での通いの場参加者割

合を確認することを目的とした． 

 

B. 研究方法 

日本老年学的評価研究（Japan Gerontological 

Evaluation Study，JAGES）プロジェクト2016年 

「健康とくらしの調査」に参加した38市町在住の 

65歳以上高齢者のうち，通いの場に関する調査票

に回答した20,331名（男性9,329名、女性11,002

名）のデータを分析に用いた． 

調査票の設問は，「自治体や社会福祉協議会な

どのサロン活動への参加や参加期間についてあて

はまる番号1つに○をつけてください」とした．選

択肢には，「参加したことがない」「参加してい

たが止めた」「参加1年未満」「参加1年から2年未

満」「参加2年から3年未満」「参加3年から4年未

満」「参加4年以上」「参加しているが期間不明」

を用いた．今回の分析では，「参加1年未満」～「参
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加4年以上」、「参加しているが期間不明」を選択

した者をサロン参加者とし，その割合を38市町毎

で単純集計後に地域類型別でも分類し集計した．

地域類型には可住地人口密度を用いた（農村的地

域19，郊外的地域11，都市的地域8）．分析には，

IBM SPSS statics 23を用いた． 

なお，本研究は千葉大学および星城大学研究倫

理委員会の承認後に実施した． 

 

C. 研究結果 

今回対象の38市町全体の回答者参加者割合は

15.7％，農村的地域19市町では最少が10.1％，最

大28.8％でその差は2.9倍，郊外的地域11市町で

はそれぞれ12.7％と21.1％で1.7倍差，都市的地

域市町が12.0％と18.3％で1.5倍差という結果で

あった（図）． 

 

D. 考察 

厚生労働省は，65歳以上高齢者の通いの場参加

者割合の目標値を10％と設定している2)．全国の平

均参加者割合は，厚生労働省公開データによると

平成25年度が2.7％，平成26年度が3.0％，平成27

年度が3.7％と報告されている1)．今回対象の38市

町の平均値は，15.7％で平成27年度厚生労働省デ

ータと単純比較すると4.2倍となる．厚生労働省の

報告は，各市町村が住民が運営主体の通いの場と

認めた会場とそこへの実参加者数に基づいた割合

である．このため，市町村直轄で運営主体が職員

である場への参加者は計上されていない可能性が

考えられる． 

また，厚生労働省公開データには，各市町村で

通いの場の担当部署が複数に渡っている場合には，

必ずしもすべてが集計に反映されていな場合や各

市町村が把握できていない住民が運営主体の通い

の場とそこへの参加者は含まれていない可能性も

ある．今回の回答者では，運営形態やプログラム

内容の異なる通いの場参加者も含んでいることが

考えられ，高い参加者割合になっている．ただし，

調査票配布は各市町調査担当者が無作為抽出して

実施していることから選択バイアスの影響は少な

いと言える． 

通いの場の運営主体は別として，高齢者の社会

参加促進を介護予防の主眼点に置くのであれば，

今回の調査結果は実態を反映した割合と捉えるこ

とができる． 

今後は，市町間の差が2.9倍の背景として地域要

因の違いを検討し，介護予防・認知症予防に有効

な3-6)通いの場とそこへの長期参加者の増加を図

る施策への反映が肝心である． 

 

E. 結論 

JAGESプロジェクト参加38市町の調査回答者に

おける通いの場参加者割合は，全体で 15.7％，農

村的地域 19 市町では最少が 10.1％，最大 28.8％

で2.9倍，郊外的地域11市町ではそれぞれ12.7％

と 21.1％で 1.7 倍，都市的地域 8 市町が 12.0％

と 18.3％で 1.5 倍という結果であった． 

 

F. 研究発表 

1．論文発表 

 なし 

2．学会発表 

 なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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